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１．研究の概要 

土壌や地下水汚染の実態や、それら汚染物質の拡散過程を明らかにし、国土管理に活用

する必要があるため、本研究では、特に未解明な部分の多い、土壌からの浸透、地下水を

経由した汚染物質の移動について着目し、その実態把握、モデルによる機構解明及び影響

評価等を行うとともに、土壌・地下水汚染対応マップを作成し、その活用方法を提案する。 

２．研究の背景 

見えにくく、いつの間にか進行する地下水を介した水域汚染に対する国民の不安の高ま

りと、ダイオキシン類、環境ホルモン等の化学物質によるヒトや生態系への影響は社会的

に大きな問題となっている。 

また現代社会においては、様々な化学物質が使用、生産され、その管理や正確な物質動

向の把握は困難になっている。関連諸制度（PRTR や土壌汚染対策法など）の整備が進む中、

河川を管理していく立場として、予防的措置も含めた国土管理システム構築への期待に応

える必要がある。 
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●研究目標  

 
 
水域内の化学物質が、土壌・地下水を介して河川へ及ぼす影響を把握する。

 



３．研究の成果目標（アウトプット目標） 

・土壌・地下水汚染が水環境に及ぼす影響の把握と管理・予防措置の提案 

・土壌・地下水汚染対応マップの作成とその活用方法・総合的な管理手法の提案（モニタ

リング） 

⇒ 
⇒ 

化学物質に汚染された地下水が、河川環境・社会生活に及ぼす影響を把握。 

水域内における化学物質の挙動を捉えることによる、常時の予防措置と迅速な非

常時の対応（枠組みの作成）。 

 

４．研究の成果の活用方針（アウトカム目標） 

� 河川管理者が化学物質の挙動・動向を把握することによる管理レベ

ルの向上。 

� 化学物質等による土壌・地下水汚染に関する適切な情報が住民、行

政、事業者等に提供される。→安心の提供・最適な予防措置 

例：水情報国土データ管理センターへの情報提供 

� 水質汚濁対策連絡協議会等の広域的な機関や自治体との連携による

モニタリング手法や許認可へ反映 

 

・・・本研究の成果によって、今後さらに増加することが予想される規

制化学物質に関する情報や、起こりうる化学物質汚染被害（化学物質

等による見えない汚染）への国民の不安に対し、河川管理の立場から、

予防措置を含む適切な対応を可能にする枠組づくりに貢献する。 

 

 
 
５．研究内容、年度計画 
実施予定の研究項目は以下の通り。 

Ⅰ．国内外の土壌・地下水汚染の実態把握 

①現状の地下水モニタリングの把握と効果及び活用可能性 

②モデル流域における、地下水を介した汚染物質の移動・拡散、質的変化状況の

把握 

Ⅱ．土壌・地下水を介した水域汚染のメカニズム解明と予測手法の開発 

③実態分析と地下水モデルを利用した汚染物質の移動・拡散・質的変化メカニズ

ムの解明と予測手法の開発 

④化学物質毎の特性に着目した適切な管理手法と河川・湖沼などへの影響に関す

る検討 

Ⅲ．土壌・地下水汚染対応マップの作成と活用法の提案 

⑤河川・湖沼付近の諸施設が地下水を介して水環境を汚染する可能性の検討 

⑥モニタリングのあり方を踏まえた土壌・地下水汚染対応マップの作成とその活

用方法の検討 
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土壌・地下水汚染対応マップ

 

 

各機関との連携 
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地形・地質データ 
地下水流動データ 
化学物質の基礎情報
（イメージ図） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

提供する。 

旧河道 

河川 
重要地域 

例：伏流水のある地域に、重要地域を提案する。 

●研究フロー図 
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６．研究実施体制 

 

国土技術政策総合研究所

環境研究部

下水道研究部

各地方整備局

（事務所）

地方自治体

土木研究所

産業技術総合研究所

総合科学技術会議 （化学物質リスク総合管理技術研究イニシアティブ）

連携

研究分担

連携

成果活用

協力・連携
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●環境中の化学物質の実態把握

●化学物質の有害性、暴露に関するリスク評価

●化学物質の分解除去方法の開発　　等

研究分担

厚生労働省　　農林水産省　　経済産業省　環　境　省　　国土交通省

国立環境研究所

●化学物質データベース等

連携

成果活用
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国立環境研究所
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７．関連研究の状況 

総合科学技術会議の環境研究イニシアティブにおいて、「化学物質

術研究」が重点課題として位置付けられており、各省庁で化学物

進められている。また、各研究機関では地質、地下水流動データ

データベース作成等の研究・調査が実施されている。（上記６．参

平成１５年度から下水道部などが実施している「河川環境中にお

クの評価に関する研究」と連携し、研究を行う予定である。また

いては都市排水(下水道)を通じた化学物質の挙動把握（H13~）や

関する研究（H14~）が進められている。 
●地形・地質デー
タ・水質データ提
供 
●現地における協
学術機関

（大学、学会等）

学術機関

（大学、学会等）

●化学物質に関す

る最新の研究知見 
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地盤環境の汚染に
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③

④

⑤

⑥

⑦

観測 現象分析 将来予測 対策技術 リスク評価 管理手法 情報提供

物質特性

土壌での挙動
（吸着等）

水域での挙動
（拡散等）

流域情報

河川水質

化学物質
による汚染

地下水
流動把握

地下水汚染

地盤把握

土壌汚染

…かなり進んで
いる研究領域

…いくらか進ん
でいる研究領域

…まだ進んでい
ない研究領域

…項目によって
は研究の進んで
いる領域

…国総研で行わ
れている研究

…土研で行われ
ている研究

…その他の機関
で行われている

研究

本研究及び関連研究項目

土壌・地下水汚染が水域に及ぼす影響に関する研究（本プロジェクト）

「土壌・地下水汚染が水域に及ぼす影響に関する研究」研究マップ

政策現状把握 技術・手法の開発

国立環境研究所（化学物質データベース等）

他省庁（総合技術会議（化学物質リスク総合管理技術研究イニシアティブ））

連携研究課題

河川環境中における化学物質リスクの評価に関する研究（総合技術会議（化学物質リスク総合管理技術研究イニシア
ティブ））

河川

土壌
・

地下水

分野
・
対象

目標達成に必要
なアプローチ一覧

化学
物質

関連研究項目

産業技術総合研究所（地質データ・地下水データ（調査中））

連携研究課題（土研）

地盤環境汚染の影響予測及び制御技術開発（総合技術会議（化学物質リスク総合管理技術研究イニシアティブ））

都市排水中の化学物質の水環境中での挙動に関する研究（総合技術会議（化学物質リスク総合管理技術研究イニシ
アティブ））

②、③、④、⑥、⑦

①（本研究）

②

③ ③

凡例

①（本研究）

①（本研究）

①（本研究）

①（本研究）

②

⑤

⑤

②
の
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究
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川
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、
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河
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る

。


